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研究成果の概要（和文）：再生可能エネルギーの社会的受容性研究が示唆する制度設計の方向性としては、単に経済的
合理性だけではなく、地域の福利（well-being)向上も目指すような制度設計に関する議論が重要である。さらには、
再生可能エネルギー事業に伴う地域の利益と負担(コスト）とのバランスを考慮した事業計画や制度設計の重要性が指
摘できる。

研究成果の概要（英文）：In regard to the institutional design trends suggested by research into the 
social acceptability of renewable energy, it is not merely a matter of economic rationality; it is also 
important to have a discussion about institutional design that have the goal of improving local public 
welfare. We point out the importance of business plans and institutional designs made with a careful 
consideration of the balance between the benefits and burdens particularly associated with renewable 
energy businesses.
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１．研究開始当初の背景 
 
「電気事業者による再生可能エネルギー電
気の調達に関する特別措置法」（2012 年）の
施行により，固定価格買取制度（Feed-in 
Tariff : FIT）の導入がなされた。一方で，再
生可能エネルギーの量的拡大は，特に立地地
域との関係において様々な課題があり，これ
ら課題の解決を図る政策が重要になりつつ
ある。本研究はこのような課題に対して，再
生可能エネルギーの社会的受容性研究で注
目される配分的正義や手続的正義に基づく
制度や政策を検討するものである。 
現在、RE に関わる研究は、社会的受容性

研究との関係で実施されている。特に、RE
の社会紛争の解明と課題の克服に関する研
究がおこなわれている。このような観点から
Wűnstenhage and Bűrer(2007)が“ Social 
acceptance of renewable energy 
innovation:An introduction to the concept”
として研究成果を発表している。 
また、普及が進む風力エネルギー分野では、

IEA(国際エネルギー機関)の風力エネルギー
国際研究プロジェクト（Task 28）において
“  Social Acceptance of Wind Energy 
Projects”として世界各国の社会的受容性研
究についての国際研究の成果が公刊されて
いる。さらに国内においては、丸山康司
（2005）(2010）等によって、国内の風力発
電に関する社会的受容性研究が進められて
いると共に、“市民風車”による持続可能な
風力利用に向けた研究が進められている。 
風力発電に関わる社会的受容性研究にお

いて、これまでに明らかになった点は、「合
意形成手法の問題」や「利害関係者間での対
立と利益相反」、「不確定リスクに対するリス
クコミュニケーションの不足」、「法的制度的
な不備」等が紛争発生の背景にあることが指
摘されている。 
また、環境正義や倫理に関わる問題群との関
係においても、「手続き的正義」、「配分的正
義」、「世代間倫理」、「受益圏・受苦圏」、「リ
スクコミュニケーション」の問題等、交錯す
る諸規範に対して整合性に耐えうる理論構
成が十分構築されていないことも「広義の社
会的受容性」を考えるうえで重要となってい
る。 
 
２．研究の目的 
 
本 研 究 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー

（Renewable energy:以降 RE）に関する社会
的受容性を探るものである。そして、この研
究により、RE の導入による社会紛争を解決
する目的がある。これまでの研究では、地域
レベルの導入過程の課題等が明らかにされ
た。しかしながら、RE の「利害関係者間の
対立」、「合意形成手法の妥当性」「法的制度
的課題」等、RE の問題群に関わる総合的研
究が不十分であり、このような RE の社会紛

争を解決することで、RE の普及を円滑に行
うための研究を行う。 

 
３．研究の方法 
 
本研究では、国内の RE（風力以外）に関

する「コンフリクト」の情報を収集し、エネ
ルギー分野別に小水力・バイオマス・太陽光
などに関わる導入阻害要因・普及阻害要因・
事業推進を困難にしている要件等を明らか
にする。 
想定される課題としては、景観、生態系リ

スク、経済的課題（地理・事業費用）、土地
利用問題（国立公園内計画・複雑な地権者関
係）、生活環境（騒音・悪臭等）、法的制度的
問題（補助事業制度設計の不備・水利権問
題・公共施設の目的外使用）等が想定される。 
そして、RE 事業が地域社会で問題となって
いる事例に対して、誰が何を問題としている
かを明らかにする。また、既存の権利関係と
の齟齬をはじめとする地域社会の制度や慣
習への影響について定性的に明らかにする。 
その一方で、それが問題化される社会構造や、
逆に正当化ないし相対化される条件を明ら
かにする。具体的には、所有権と利益の還元、
計画から実施における各過程での社会的合
意形成手法、さらには事業に伴う波及効果な
どの副次的便益などについて明らかにする。 
加えて、本研究では、海外調査も実施する。
その目的は、RE の普及にあたっては、市民
の主体的な参加を促すような合意形成手法
が重要である。これについて、申請者はスウ
ェーデン・べクショー（Växjo）における
LocalAgenda21 による合意形成手法とスウ
ェーデンの環境・エネルギー政策の調査研究
を行ってきた。本研究では、これらの研究蓄
積を今回の研究に活かすため、10 年後の定点
観察の意味合いも込めて合意形成手法を追
調査する。 
 特に、事業主体や規模を異にする複数の事
例を対象とした聞き取り調査や、RE 事業に
関与する主体の多様性（事業者・都市住民・
地域住民・行政など）を踏まえ、「合意形成
手法の問題」や「利害関係者間での対立と利
益相反」、「不確定リスクに対するリスクコミ
ュニケーションに関する事項」、「法的制度的
な不備」のコンフリクトの原因として推定さ
れる要件について、その詳細を調査する。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果は、以下の通りである。社会
的受容性に関する論点としては、地域社会と
のコミュニケーションの質を高めることや、
事業計画の早期段階から、多様な地域主体や
地域社会における利害関係者が参加し、議論
する過程の重要性を示唆している。具体的な
形式としては、協議会を設置して相互に密な
コミュニケーションを通じて多様なことが
らについて意思決定するような方法もあれ



ば、特定の問題についての討論会や学習会の
ような方法もある。しかしながら、この場合
には、利害関係者や情報提供者の範囲をどの
ように設定するかという問題が障害になっ
ている。さらには、事業者が意図的に利害関
係者を限定してしまう等の可能性も課題と
して残っている。 
現在、風力事業では、地域住民の反対によ

って事業計画が中止に追い込まれている事
例もあるのだが、2011 年～2013 年に実施し
た事例調査の結果では、このような事業であ
っても法手続としては合法的に進められて
いることが大半であった。 
それにもかかわらず反対運動が起こる背

景には、法律で定められている制限事項と反
対する人々の問題関心のズレがある。そのよ
うな意見を表明する機会や、その意見を取り
入れる過程が存在するかどうかを問う視点
が手続的正義という論点である。これは、住
民の参加や市民とのコミュニケーションの
質を確保する上で事業者にとっても有意義
な機会になり得る。 
本研究の事例調査の結果によれば、風力事

業計画が中止に追い込まれた事例では、地域
社会とのコミュニケーションを積極的には
望まない傾向があり、事業計画に対する住民
の同意や説明が必要なケースにおいても、適
切な説明会が実施されないケースや、住民同
意も書類を整えるためだけの形式に過ぎな
いことがある。このようなコミュニケーショ
ン不足を原因として、住民は事業計画や事業
者への不信感を露わにし、地域社会との軋轢
が拡大するケースもあった。 
特に、施設が立地する地区周辺の町内会な

どに対する説明や住民の同意が必要なケー
スにおいては、住民とのコミュニケーション
を回避するような事例も存在していた。例え
ば、筆者が実施したＭ県Ｔ市の事例調査では、
地区の町内会長「個人」の同意によって、地
区の町内会「全体」の同意と見なすような住
民同意書の作成手続きが行われていたこと
が明らかになった。そのため、書類上は、町
会長の署名捺印等があり、地区町内会の住民
「全体」が同意したかのような内容であるが、
実際には、町内会の構成員である住民のほと
んどは、説明会や議論に参加しない状態で、
町内会長個人が同意し、事業者との間だけで
同意書が作成されていた。このＭ県Ｔ市の事
例では、最終的に事業計画が公になった後に
住民等から反発を受け、事業計画が中止にな
っている。 
調査の結果，風力事業者は，事業開発の準

備段階や計画段階において，立地地域の住民
と「非公式的な調整」を実施していた。この
ような調整過程で決定された素案が最終的
に事業計画として公表されている。例えば事
例調査を行ったＨ県Ｍ市では，この「非公式
的な調整」の実施により，地域の利害関係者
から事業計画の問題点などが指摘され「環境
配慮」がなされた事例もあった。一方で，こ

の「非公式な調整」のプロセスは両義性を持
っている。先述したＴ市の事例のように，限
られた住民や利害関係者のみによって，「非
公式的な」利害調整が実施されると，開発手
続の問題を発端にして地域からの反発を受
け，事業計画が中止に追い込まれている。ま
た，事業者の説明が地権者や地区代表などの
一部の地域住民に限定されている場合や，住
民に提供される情報が限定的である場合に
も問題が顕在化しやすいといえる。このよう
な課題を解決するためには，事業計画の早期
段階で幅広い利害関係者や地域住民が参加
していることが重要である。 
このような課題を踏まえて、手続的正義に

関わる一つの試みとしては、土地利用計画等
において、エネルギー利用に関する用途指定
（ゾーニング）を実施する方法もある。特に
デンマークやドイツなどで導入されている
再生可能エネルギー優先地域の策定がそれ
にあたる。優先地域の策定にあたっては、資
源ポテンシャルなどをふまえて導入可能な
場所を抽出し、法的制約や住宅地・自然保
護・景観などの地域条件で除外すべき箇所を
指定する。逆に地域条件をふまえて、優先的
に事業誘致を進める箇所等も指定する。 
このようなエネルギー利用に関する用途

指定（ゾーニング）を行い、地域社会にとっ
て、再生可能エネルギー導入を避けたい箇所
と優先的に導入する箇所等を指定する。ゾー
ニング過程では、住民や各種利害関係者の意
見等を聴取する機会があり、それらの意見が
反映される可能性も高まり、これによって地
域社会におけるコンフリクトを未然に予防
することが可能となる。 
一方で、ゾーニングにおいても地域合意と

の関係で課題が存在している。つまり、ゾー
ニングを実施するための「地域合意」が不完
全な形であれば、ゾーニングに対して反発す
る住民や町内会を必然的に生み出すことに
なる。このことは、ゾーニングへの反発を生
み出す要因ともなり、ゾーニングの目的でも
ある紛争予防という効果に対しても課題を
残す可能性が高い。 
つまり、ゾーニングの実施は手続的正義に

基づく制度として重要であるが、それは、ゾ
ーニング設定段階での丁寧な地域合意の必
要性を前提としている。また、この際の地域
合意の最小単位は、紛争事例の調査を踏まえ
ると「町内会」レベルでの合意や同意が最も
重要な意味をもっているということが再生
可能エネルギー利用とゾーンニングの問題
として指摘できる。 
国内においても環境省が再生可能エネル

ギー利用促進に向けたゾーニング情報を発
信する事業も実施されている。すでに導入ポ
テンシャルマップにより有望な箇所は確認
可能である。しかし、ゾーニング情報で示さ
れる開発不可条件は、事業が実施される立地
地域の固有の文化や価値感と密接に関連す
るような社会文化特性を反映した情報群に



はなっていないという問題もある。つまり、
ポテンシャルマップ等の情報を元にして、民
間事業者等は再生可能エネルギー導入ポテ
ンシャルが高い箇所・場所を探索している。
しかしながら、このような有望な箇所が、地
域社会にとって望ましい場所であるか否か
は、事業者にとっては判別がつかなく、地域
社会で判断するしかない。例えば、地域にと
って大切な眺望景観や伝統文化に影響を与
えるような場所が、再生可能エネルギー導入
ポテンシャルが高い場所である場合には、事
業者の利害と地域社会の利害が対立する可
能性もある。地域利用としてゾーニングが必
要になる背景には、このような利害対立を未
然に防止すること意味している。 
最後に本研究成果としては、再生可能エネ

ルギー利用に関する地域レベルの政策や制
度設計に関する成果がある。特に再生可能エ
ネルギー事業における社会的受容性研究と
事例研究を踏まえて、地域の紛争に対する社
会解としての「配分的正義」や「手続的正義」
の課題と対策等を確認した。ここでは、地域
に根付いた再生可能エネルギー事業を構築
するという点で、事業者・地域住民・自治体
の役割について言及したい。 
まず、事例研究を踏まえると、例えば、手

続的正義に関連しては、地域合意における町
内会の取り扱いが重要であることが紛争事
例から指摘できる。今後、ゾーニング等を実
施する段階においても、町内会単位で地域住
民の意見がゾーニングに反映できるかが鍵
である。また、事業計画を立案する事業者の
役割についても同様の事が当てはまる。特に
事業者の役割としては、事業計画段階や事業
開始後も含めて町内会単位で地元からの意
見聴取や対話に多くの時間を費やすことが
極めて重要である。 
また、その際の対話や意見聴取等が、特定

の住民や町内会に偏らないような配慮も重
要であろう。最後に地方自治体の役割である
が、地域社会にとって有用な事業計画を育成
する観点から、再生可能エネルギー関連条例
やゾーンニング等の策定主体として、その役
割と責任は重い。この点に関しては、地方自
治体の役割を明確化に規程した国の再生可
能エネルギー法制度等の改正が必要だと思
われる。 
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番号： 
出願年月日： 
取得年月日： 
国内外の別：  
 
〔その他〕 
ホームページ等 
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